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 経済学や経営学はとても間口の広い学問です。国、自治体、企業、国際社会、地球環境、

そして人びとの日常生活にまで、いたるところに経済学や経営学の研究テーマが存在してい

ます。 
 この講座では特に、私たちの日常生活に関わりの深いテーマを取り上げ、私たちの生活の

安全・安心を守るための経済学的・経営学的知識を学んでもらいました。 
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  ▼ 講座の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
  ▼ 講座内容 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成２４年度兵庫県立大学 生涯学習講座 

 

安全・安心のための経済学＆経営学 
 

実施日:平成２４年７月２８日（土） 

時間：１０：００～１５：４０  

 

 

第１講  悪質商法と消費者心理      

                              経済学部教授   石 田   潤 

第２講  消費者庁の設立とその機能  

                           経済学部教授   草 薙 真 一 

第３講  消費者における生活設計と生命保険 

経営学部准教授   田 中   隆 
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第１講 悪質商法と消費者心理 

 

 

経済学部教授  石田  潤 

 

 経済活動は人間の行う活動です。したがって経済活動には当然、人間の心の働きが関わっています。

経済学の方では近年、そうした経済活動と人間の心の働きとの関わりを中心に扱う「行動経済学」と呼

ばれる新しい経済学も発展しつつあります。 

 人間の心の働きと経済活動との関わりにおいて誰もが普段の生活の中で経験しているのは、買い物を

するときに生じるさまざまな消費者心理です。買い物をするとき私たちは、商品の値段と品質だけで買

うかどうかを決めているわけではありません。販売員の巧みなセールストークやその場の雰囲気に乗せ

られてつい買ってしまった、というようなことは多かれ少なかれ誰もが経験することです。そのような

ことは、買い物をするときに私たちの心の中でさまざまな消費者心理が働いていることを示すものであ

り、そのこと自体はとりたてて問題視するようなことではないかも知れません。しかしながら、そのよ

うな消費者心理につけこむことによって、人びとに不当に高額な商品を買わせようとする商法が存在す

ることには留意しなければならないでしょう。それが、いわゆる悪質商法です。 

 悪質商法ではさまざまな消費者心理が利用されていますが、特によく利用されているものとして次の

ようなものが挙げられます。 

 

返報性の原理 

 人は、他人から親切にしてもらったり、好意や誠意を示されたり、特別なサービスを受けたりすると、

そのままでは何となく罪悪感のようなものを感じてしまい、何かでお返しをしたくなるものです。この

ことを利用して、悪質商法では、商品を売ろうとする相手にやたらと親切にしたり、「あなたにだけ特

別なサービスをお付けしますから。」などと言ったりして、商品を買わないと申し訳ないような気持ち

にさせようとします。 

 

権威への服従 

 人は、専門家や公的機関に対してある種の権威のようなものを感じ、専門家や公的機関の出す見解や

指示・要求にたやすく従ってしまうところがあります。このことを利用して、悪質商法では、「私たち

は国からこの販売業務を委託されている」などと言ったり、専門用語を自在にあやつって自分がその方

面の専門家であるかのようにふるまったりします。 

 

希少性の原理 

 人は、手に入りにくいものや個数の少ないものは、それだけで価値があると思ってしまいがちです。

このことを利用して、悪質商法では、「限定○○個」などと言って、売ろうとしている商品が普通では

手に入りにくいものであることを説きます。 
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集団や他者への同調性 

 人は、所属している集団内の多くの人の判断や、周囲の人の判断に同調してしまうことがよくありま

す。このことを利用して、悪質商法では何人もの人を一堂に集めてその人たち全員に商品を売り込んだ

り、その中にサクラを入れて皆の商品購入判断を誘導したりします。 

 

ラッキー・チャンス・バイアス 

 人は、「なかなか出会えない幸運なチャンスだ」と思うと、そのチャンスによって得られるものがど

の程度価値があるものかについてはよく考えずに、とりあえずそのチャンスを手にしようとしてしまう

ことがあります。このことを利用して、悪質商法では売ろうとしている商品がいかに買い得なものか、

その商品がその値段で手に入ることがいかにラッキーなことかを説いていきます。 

 

ラスト・チャンス・バイアス 

 人は、「このようなチャンスは二度と来ないかもしれない」と思うと、そのチャンスによって得られ

るものがどの程度価値があるものかについてはよく考えずに、とりあえずそのチャンスを手にしようと

してしまうところがあります。このことを利用して、悪質商法では売ろうとしている商品がその値段で

手に入るチャンスはもう二度とないかのように説いていきます。 

 

タイム・リミット・バイアス 

 人は、短時間で決断することを求められると、考えの浅い判断をしたり、相手の言うなりになったり

してしまうことがよくあります。このことを利用して、悪質商法では買うか買わないかをすぐに決める

ように求めてきます。 

 

 講義では、悪質商法の典型的な事例を紹介し、その事例のなかで上記のような消費者心理がどのよう

に利用されているかを解説しました。また、点検商法、ホームパーティ商法、副収入商法、資格商法、

アンケート商法、デート商法、などの代表的な悪質商法を取り上げ、それぞれの商法において、どのよ

うな消費者心理が利用されているかを説明しました。 
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第２講 消費者庁の設立とその機能 

 

 

経済学部教授  草薙真一 

 

消費者庁の主たる活動 

消費者庁は、消費者の視点から政策全般を監視する組織の実現を目指して、平成 21 年 9 月 1 日に発

足した。消費者を守る組織として消費者事故等の調査機関としての政策策定や平常時の調査組織として

の機能があるほか、景品表示法はもとより各種法律の所管をも主業務として活動している。たとえば、

公益通報者保護制度相談ダイヤル（電話番号：03-3507-9262）においては、企業の従業員、民間事業者、

行政機関職員等から寄せられる「公益通報者保護法」に関する各種相談を受け付けているし、個人情報

保護法質問ダイヤル（電話番号：03-3507-9160）で、民間事業者が守るルールである「個人情報保護法」

に関する解釈などについて相談に応じている。全く新しいタイプの国の組織として、極力外部に開かれ

た存在であろうとする消費者庁の態度を、これらのことからも看て取ることができよう。 

 

消費者庁の組織 

法律上、消費者庁の長は消費者庁長官であり（消費者庁及び消費者委員会設置法 2 条 2 項）、職員の

定員は 200 人程度である。しかし主任の大臣となるのは内閣総理大臣のほか、消費者政策担当の内閣府

特命担当大臣も常設されており、彼らが消費者問題についてマスメディアによく登場する。消費者庁の

組織は、現在のところ、長官、次長、審議官（2 人）、参事官（2 人）の下に、総務課と、政策調整課、

企画課、消費者情報課、消費者安全課、取引・物価対策課、表示対策課、食品表示課、地方協力課の 9

課体制となっている。上述のように正規職員が 200 名程度にとどまるため、立ち入り調査や処分を行う

消費者安全課は、わずか 20～30 名程度しか職員が確保できなかった。そのため、捜査や規制の知識や

経験が豊富な警察や公正取引委員会の OB を非常勤職員として 100 人規模で雇用し、立ち入り調査など

にこれらの職員を積極的に投入する方針がとられている。さらに、第三者機関として内閣府に消費者委

員会が設置されている。消費者委員会は内閣総理大臣によって任命される委員 10 名以内で組織される

（消費者庁及び消費者委員会設置法 9 条）。そこには事務局が置かれるほか、必要に応じて臨時委員や

専門委員が置かれることになっている。消費者委員会は消費者庁の仕事ぶりを監督する役割を担うこと

が求められているといえよう。 

 

消費者にかかわってきた従来の機関は今後どのようになるか 

消費者庁が創設されたため、40 年余にわたり消費者問題に取り組んできた「国民生活センター」など

の組織は変容していくことが予定されている。特に「国民生活センター」は、現在は独立行政法人とし

て存在しているが、いずれ消費者庁に吸収されることになっている。すなわち、行政刷新会議による独

立行政法人の事業仕分けで、「国民生活センター」も対象になり、「独立行政法人の事務・事業の見直し

の基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）において、消費者庁の機能を強化する中で、独立行政法

人制度の抜本的見直しと並行して、「消費生活センター」及び消費者団体の状況等も見つつ、必要な機

能を消費者庁に一元化して「国民生活センター」を廃止することを含め、同法人の在り方を検討すると
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の方針が示されているのである。 

地方公共団体が運営する消費者のための相談業務を行う「消費生活センター」については、現在、都

道府県・政令指定都市の全てと市区町に 520 ヵ所ほどあるが、規模や体制等は自治体によって様々であ

る。名称も「消費生活センター」のみならず、「消費者センター」、「生活科学センター」、「消費生活相

談室」などがある。これらは「消費者ホットライン」を置くなど、身近な存在として機能しており、今

後もその多くが存続すると見込まれている。その他にも、「ひょうご消費者ネット」が内閣総理大臣か

ら適格消費者団体の認定を受けて活動するなど、各種消費者団体がそれぞれの得意分野を生かして活躍

する時代を迎えつつある。 

 

結びにかえて 

消費者庁が存在感を増すにつれて、「消費者庁から依頼を受けた」とか「消費者庁から業務を委託さ

れた」など、消費者庁と関係があると思わせる内容を語りながら、商品トラブルの解決や詐欺商法から

の救済を求める消費者に接近しようとする悪徳業者が現れ始めている。消費者庁が詐欺商法による被害

回復や被害救済等を業者に委託することはない。このような悪徳業者に遭遇した消費者は、状況を冷静

に判断し、適切に行動すべきである。消費者庁では、そのような場合の一助として消費者ホットライン

を用意している（電話番号は、0570-064-370（ゼロ・ゴー・ナナ・ゼロ 守ろうよ、みんなを）である）。

たとえば、相談者が消費者ホットラインに電話し事情を告げた結果、最寄りの「消費生活センター」に

連絡・相談することが最も有効であると担当者が判断した場合には、そのことが分かりやすく担当者か

ら相談者に案内される手はずになっている。これは、今まで十分ではなかった行政への消費生活相談を

充実させるための国としての本格的な試みであるといえる。消費者目線を大切にして消費者を守ろうと

する消費者庁の今後に注目しておきたい。 
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第３講 消費者における生活設計と生命保険 

 
 

経営学部准教授  田中 隆 
 

現代社会の消費者は、今までからは想像できなかった社会的・経済的環境におかれる一方で、この環

境・情勢において、個々の消費者の生活設計は、今まで以上に要求される時代となっている。この状勢

を鑑み、本講義では、現代の消費者を取り巻く社会的・経済的環境の現状と、医療、老後、死亡、介護

における４保障領域を中心とした消費者における生活設計の現状を紹介し、生命保険等の保険を活用し

た消費者における生活設計のさらなる重要性とその方向について、紹介や解説を行った。以下が、講義

内容である。 
消費者を取り巻く環境は、現在までのデフレ経済の継続、高齢化、少子化、晩婚化、単身化、非正規

労働の増加等という各要素から、経済的・社会的に従来の想定から外れた環境になりつつある。これら

の環境は、公的年金を始め、社会保険の財源にマイナスの影響を与えると共に、社会保障の動向におけ

る保険料や給付内容、給付水準等により、私的保障の方向も制約する。今後の消費者は、この「不安定

そのもの」の社会的・経済的環境におかれる一方で、それによって不安定化し得る社会保障制度に対す

る不安を抱える。 
上述の社会的・経済的環境の現状から、社会保障、企業保障および個人保障から構成される生活保障

システムにおいて、個人保障の重要性がクローズアップされる。(公財)生命保険文化センターの調査に

おいて、消費者は、医療、老後、死亡、介護の４保障領域、特に介護領域において強い不安を持ってい

る。だが、生活設計に取り組んでいる層は多くはなく、取り組みに関して二極化的な様相が垣間見られ

た。さらに、上述の４保障領域に関しては、特に介護保障への取り組みが弱い傾向が見受けられた。そ

して、消費者の生活保障・生活設計については、４保障領域を中心に、社会保障、企業保障を活用する

スタンスで、「効率的」に生命保険等の保険を活用した生活設計の取り組みについて、紹介や解説を行

った。 
今後の消費者をとりまく社会的・経済的環境はさらに推移し、自助努力的な取り組みが、一層求めら

れる状況が増大する可能性があるが、現在の消費者を取り巻く経済的な問題等は、十分な個人保障の整

備を阻害させる可能性を持っている。そして、消費者の二極化的な構造から、生活設計への取り組みへ

の有無の層が明確化する可能性もある。消費者側に対しては、生活設計の重要性と具体的な取り組みに

ついて、告知・啓蒙を「工夫して」促進していく必要性がある。そして消費者側の有力手段としては、

生命保険等への理解と活用を始めとして、生活設計を計画・構築し、消費者自身の生活を守っていく必

要性がある。 
ただ、今後の消費者は、今後の社会的・経済的環境から、生活設計への必要性が求められる一方で、

それへの取り組みが困難になる、という矛盾的環境におかれる可能性もある。 
 
 
 


